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92 
大規模・長期的な製品シリーズの開発に有効なソフトウェア

開発手法「モデル指向 SPL 開発」の紹介 
SPL：Software Product Line1 

 

1. 適用手法の全体概要 
ソフトウェアプロダクトライン開発は製品系列ソフトウェアの開発に大きな効果をもたらす開

発手法であるが、その割には広く普及しているとは言えない。本稿では、ソフトウェアプロダクト

ライン開発をソフトウェア開発の現場に広く普及させることを目的に、独自に考案したモデル指向

開発手法を技術的な基盤として、ソフトウェアプロダクトライン開発を具体的に展開するための開

発方法論について紹介する。 

以降では、ソフトウェアプロダクトライン開発の概念から始まり、従来の開発方式との違い、開

発プロセス、期待できる効果までの一般論を説明し、次に開発方法論の特徴を述べる。その後で、

開発方法論が必要になった背景であるソフトウェア開発の現場における問題点と課題を提示し、そ

れらの解決策として開発方法論の具体的な適用内容について解説していく。 

最後に開発方法論の評価と確認できた効果、および今後の取組みと課題について述べる。 

 

1.1. ソフトウェアプロダクトライン開発 
ソフトウェアプロダクトライン（略して SPL：Software Product Line）開発とは、ハードウェ

アエンジニアリングの世界で当たり前のように進められているプロダクトライン開発をソフトウ

ェアエンジニアリングの世界にも適応させた開発方式である。プロダクトライン開発は共通部品化

という製造分野における戦略的概念を具現化したものであるが、未だ成熟しているとは言えないソ

フトウェアエンジニアリングでは未定義の技術分野であった。しかし、このような開発方式の導入

は時間的な問題であり、ソフトウェアエンジニアリングの世界にも部品化の概念やプロダクトライ

ン開発の考え方が開発方式として提案されるようになってきた。 

図 92-1 にソフトウェアプロダクトライン開発の概念と乗用車開発との類似点比較について示す。 
  

                                                      
1 事例提供：株式会社日立産業制御ソリューションズ 渡辺 滋 氏 
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図 92-1 SPL 開発の概念 

 

(1) 従来の製品ソフトウェア開発との違い 

SPL 開発が提案される以前は、類似のソフトウェアシステムでも、すべて単一システムとし

て扱い、過去に開発した類似のソフトウェアシステムをベースに行う派生開発の形態であった。 

この開発方式では、過去に開発されたソフトウェアシステムが新規に開発するソフトウェア

システムにどの程度類似しているかが大きな鍵となり、ベースとなる（流用可能な）部分が大

きければ大きいほど有効性は高くなる。しかし、方式としては戦略的なものは無く、偶発的な

要素が大きい。また、従来の開発方式は単一システムの個別開発であるため、時間的にはシリ

アルな開発となり、競争の激しい製品市場における戦略的な多品種同時生産のような開発方式

は実現できない。SPL 開発は戦略的な多品種同時生産を実現させ、激しい製品競争に対応でき

る開発方式である。 

図 92-2 は、従来のソフトウェア開発と SPL 開発の方式的な違い、および SPL 開発の方式的

な特徴について説明している。ここで流用とは、その対象が後続のソフトウェア開発において

変更無しに利用できるソフトウェアの範囲であり、独立した部分とは限らない。それに対して

再利用可能とは、後続のソフトウェア開発において独立したソフトウェア部品として利用でき

るということである。上記の意味付けは、必ずしも一般的なものではないが、本稿における説

明の範囲内での意味付けとして用いる。 
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図 92-2 従来の開発方式と SPL 開発の比較 

 

(2) SPL 開発の基盤となる技術革新 

SPL 開発はソフトウェア開発の大きなパラダイムシフトであると言われているようである

が、SPL 開発の考え方自体にはそれほど新しいものはなく、要素技術としても特有なものはな

いと感じている。SPL 開発に特有なものではないが、あえて革新的な概念と思えるのは、ソフ

トウェアの外部特性としての視点（フィーチャ指向）、ソフトウェアの部品化としての視点（コ

ンポーネント指向）、およびソフトウェア制御の反転の視点（Dependency Injection：依存性

の注入）である。これら 3 つの概念は、ソフトウェアの依存性に関する課題を解決する上で重

要ないくつかの指針を与えてくれているからである。 

フィーチャ指向は、ソフトウェアの再利用単位を従来のモジュールやクラスのレベル（ライ

ブラリなど）から、より大きなレベル（コンポーネント、コンテナ、フレームワークなど）に

引き上げる概念を提供している。また、コンポーネント指向は、ソフトウェアの分割統治や可

変性に関する実装概念を提供している。さらに依存性の注入は、ソフトウェア部品の依存関係

を間接的な関係に置換える概念を提供している。これらの概念が SPL 開発を現実的な開発方

式として扱えるようにしている技術的な基盤であると考えている。 

(3) SPL 開発の開発プロセスと全体イメージ 

SPL 開発の標準開発プロセスには、事前に製品系列の共通基盤や部品群となるソフトウェア、

その他の再利用可能な資産（これらを総称して「コア資産」と呼ぶ）を開発するドメイン・エ

ンジニアリングプロセスと、コア資産を再利用して製品系列における個々の製品となるソフト

ウェアを開発するアプリケーション・エンジニアリングプロセスの 2 つの開発プロセスがある。

図 92-3 に SPL 開発の標準開発プロセスの概要を示す。 
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図 92-3 SPL 開発の標準開発プロセス 

 

SPL 開発のドメイン・エンジニアリングとアプリケーション・エンジニアリングの 2 つの開

発プロセスにより製品が開発されるまでの流れについて、その全体イメージを図 92-4 に示す。 

図 92-4 SPL 開発の全体イメージ 
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(4) SPL 開発に期待できる効果 

SPL 開発の導入により期待できる効果として、大きくは 2 つあると言われている。1 つは、

開発コストの大幅な低減である。SPL 開発では、ドメイン・エンジニアリングプロセスにおけ

るコア資産開発への先行投資が発生するが、その後のアプリケーション・エンジニアリングプ

ロセスにおいては、コア資産を再利用した低コストの製品系列開発が可能となり、単一システ

ムの開発コストと比較した場合、理論的には約 3 システム目で損益分岐点に達すると言われて

いる。もう 1 つは、市場投入までの時間（Time to Market）の大幅な短縮である。開発当初は、

ドメイン・エンジニアリングプロセスによる再利用可能なコア資産の開発を行うため、製品の

市場投入はできないが、一旦コア資産の開発が終了すれば、製品系列の開発はコア資産を再利

用した製品系列の同時並行開発が可能となり、1 製品当たりの開発期間は大幅に短縮すること

ができると言われている。図 92-5 は、SPL 開発に期待できる 2 つの効果について説明してい

る。 

 

上記以外の効果として、品質の面でもコア資産を再利用した製品開発を繰返すことにより、大幅

な品質向上が期待できる。 

図 92-5 SPL 開発に期待できる効果 

 

1.2. モデル指向 SPL 開発の特徴 
モデル指向 SPL 開発とは、ソフトウェア開発の現場において、後述の SPL 開発導入に関する問

題点を解決する目的で、SPL 開発とモデル指向開発を融合させ考案した製品系列の開発手法である。

モデル指向 SPL 開発の大きな特徴は、開発の超上流である製品系列の分析から製品仕様の分析、

製品系列アーキテクチャの設計、および製品ソフトウェア設計までのアクティビティにおいて以下

のような要素技法を有することである。 

(1) 製品戦略を具現化する製品フィーチャ分析技法 

製品ソフトウェアのプロダクトライン開発において最も重要なアクティビティは、製品系列
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開発の過去（あれば既存製品）と未来（今後の製品戦略）にわたり、製品系列全体を対象とし

て製品の持つ特徴、または特性（フィーチャ）となる製品機能群を、視点を決めて分析するこ

と（この分析を「製品フィーチャ分析」と呼ぶ）である。ここでの視点とは、製品機能におけ

る共通性と可変性の視点である。SPL 開発の重要なポイントは、「共通化可能な部品がどれだ

けあって、選択による交換可能な部品がどれだけあるか」という指針を持つことである。製品

フィーチャ分析の分析結果によって製品開発コストの長期的な見積が可能となる。ただし、共

通性と可変性には、製品フィーチャ分析の段階で製品機能としてユーザから見える外部的なも

のと、ソフトウェアの分析、設計の段階でソフトウェア構造として開発者から見える内部的な

ものがある。すなわち、開発の前に行う開発コスト見積では、外部的な共通性と可変性だけし

か見えないことになる。 

図 92-6 は製品の可変性について説明している。可変性は可変点と可変部という概念を持ち、

外部と内部、時間と空間といった視点を持っている。これらの概念と視点を念頭におき、製品

の可変性について体系的に分析することが必要となる。 

図 92-6 製品の可変性 

 

製品フィーチャ分析では、フィーチャマップ、フィーチャマトリクスを使用したフィーチャ

モデリングを実施し、製品系列全体の製品機能におけるコア資産化率（＝コア資産化可能な製

品機能数÷全製品機能数×100）を算出することで、モデル指向 SPL 開発の適用可否判断を行

うことができる。 

(2) 製品系列の基盤となるアーキテクチャ設計技法 

SPL 開発には、コア資産を作り出すためのドメイン・エンジニアリングプロセスがある。こ

こでのコア資産の定義は、製品系列開発の中で共通的、または選択的に再利用可能なソフトウ

ェア資産のことである。本プロセスにおける重要なアクティビティとして、製品系列の共通的

な基盤となるソフトウェアアーキテクチャを分析、設計して構築することが挙げられる。すな

わち、製品フィーチャ分析で得られた共通性と可変性の分析結果から、さらに製品の仕様分析

を行い、製品系列のコア資産となる共通基盤やソフトウェア部品（一般に「ソフトウェアコン
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ポーネント」と呼ばれている）の構成を設計し、製品のソフトウェアアーキテクチャを確定さ

せることである。製品の仕様分析にモデル指向開発手法における要件分析技法＊を適用するこ

とで、製品としてのソフトウェアの構造と振る舞いを論理的に決めていくことができる。 

＊注記：モデル指向開発手法の要件分析技法についての詳細は、別稿の『統合モデル技術によるユー

ザ主体のソフトウェア開発手法「モデル指向開発（MOD）」の紹介』を参照のこと。 

 

図 92-7 にソフトウェアアーキテクチャ設計における製品ソフトウェアの代表的な構成例を

示す。 

代表的な構成例としては、コア資産コンポーネントを組合せたコンポーネント構成とフレー

ムワークを中心としたフレームワーク構成がある。 

図 92-7 モデル指向 SPL 開発におけるコア資産構成例 

 

(3) 製品機能を実現するフィーチャコンポーネント設計技法 

製品フィーチャ分析にて明確にした製品機能群の共通性や可変性から、製品系列全体を通し

て共通化する機能、ある製品群の範囲内で共通化する機能、および製品間で選択可能な必須機

能やオプション機能などが導出できる。 

ドメイン・エンジニアリングプロセスにおけるアクティビティには、製品フィーチャ分析で

明確にした製品機能群について、製品系列開発の中で再利用可能なソフトウェアコンポーネン

ト（これを「コア資産コンポーネント」と呼ぶ）として分析、設計していくことがある。コア

資産コンポーネントは、共通的に再利用可能なものと選択して再利用可能なものに分類するこ

とができる。さらにコア資産コンポーネントを製品機能単位にカプセル化されたもの（これを

特に「フィーチャコンポーネント」と呼ぶことにする）と後述する製品機能と対応しないソフ

トウェアの内部構造単位にカプセル化されたもの（これを「インナコンポーネント」と呼ぶ）

に分類する。そこで共通性、可変性が明確になった製品機能について独立した単位となる粒度

で切り出し、ソフトウェアコンポーネントに割当て、その構造と振る舞いを設計していく。切

り出された製品機能の仕様からソフトウェアの構造と振る舞いを論理的に導出していくため
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の有効な方法として、モデル指向開発手法の要件分析技法＊を適用する。本技法の適用により、

ソフトウェアコンポーネントのインタフェースと内部構造を論理的に導出し、フィーチャコン

ポーネントとして設計していくことができる。図 92-8 にフィーチャコンポーネントのイメー

ジを示す。 

＊注記：モデル指向開発手法の要件分析技法についての詳細は、別稿の『統合モデル技術によるユー

ザ主体のソフトウェア開発手法「モデル指向開発（MOD）」の紹介』を参照のこと。 

 

図 92-8 フィーチャコンポーネントのイメージ 

 

(4) 設計仕様によるインナコンポーネント設計技法 

製品の可変性には、顧客から見える外部的な可変性（外部可変性）と顧客から見えない内部

的な可変性（内部可変性）がある。また、製品の共通性についても同様なことが言える。製品

フィーチャ分析から得られる外部的な製品の共通性や可変性からフィーチャコンポーネント

が導出できるが、この時点では内部的な共通性や可変性については見えていない。内部的な共

通性や可変性が見えてくるのは、製品機能の仕様分析後であり、ソフトウェアアーキテクチャ

設計以降になる。内部的な共通性や可変性が見えてきた段階で、ソフトウェアの構造と振る舞

いについて結合度と凝集度を考慮しながら再利用性や交換可能性の視点で切り出し、カプセル

化することになる。 

外部的な共通性や可変性に対応させるフィーチャコンポーネントの場合は、コンポーネント

の単位が決まっているため、インタフェース仕様が設計しやすいが、内部的な共通性や可変性

に対応させるインナコンポーネントの場合は、全体構造から切り出す時点で内部構造と共にイ

ンタフェース仕様を設計する必要がある。インナコンポーネントの単位を切り出す際の考慮点

は、できる限り内部の凝集度を高くし、外部との結合度を低くすることである。また、インタ

フェース仕様を設計する際の留意点は、インナコンポーネントが責務を果たす上で必要となる

条件と情報、および責務として提供すべき情報について、その振る舞いをモデル化して確定さ

せることである。図 92-9 にインナコンポーネントを切り出すイメージを示す。 
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図 92-9 内部構造から切り出すインナコンポーネント 

 

(5) コア資産を評価・管理する構成管理技法 

SPL 開発において管理すべきソフトウェア資産としては、製品系列開発で繰返して再利用さ

れていくコア資産と製品系列開発の中で個々に開発される製品固有のアプリケーション資産

（略して、アプリ資産と呼ぶ）に大別できる。アプリ資産は個々の製品系列開発の中で管理す

ればよいが、コア資産は製品系列全体にわたるソフトウェア資産であるため、個々の製品系列

開発とは別の独立させた管理プロセス（これを「コア資産管理プロセス」と呼ぶことにする）

が必要であると考えている。 

コア資産には、製品系列全体で共通的に再利用されるもの（「共通コア資産」と呼ぶ）と製

品系列の製品に応じて選択して再利用されるもの（「可変コア資産」と呼ぶ）の 2 種類がある。 

また、コア資産のバージョン変更は基本的になく、構成管理対象となるコア資産には以下の

ものがある。 

 機能仕様書 

 設計仕様書 

 テスト仕様書 

 ソース形式プログラム 

 バイナリ形式プログラム（製品系列開発への提供用） 

 コンポーネント利用ガイド（インタフェース、適用条件など） 

2. 適用手法の目的 
モデル指向 SPL 開発手法を考案した主な目的としては、以下に述べるような開発現場における

製品系列ソフトウェア開発の問題点を解決することであった。 
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2.1. 開発現場の問題点と対応策としての課題 
製品系列を持つソフトウェア開発の現場では、単一製品のソフトウェア開発と同様の派生開発を

行っている。すなわち、製品系列における新製品や機能の追加、変更の開発は、旧製品をベースと

した改造として開発を進めているのが現状である。このような派生開発の形態で進めているため、

品質、効率、および構成管理の面、すべてにおいてさまざまな問題が発生していた。例えば、ソフ

トウェアアーキテクチャの劣化、ソフトウェアの不必要な肥大化、類似ソフトウェアの無計画な増

大などを原因とする品質、効率の低下や構成管理の破綻が挙げられる。 

また、当社では派生開発が全体の 80％以上を占めていることから、派生開発で発生しているさま

ざまな問題点の比重が大きくなっている。その中に製品系列のソフトウェア開発も含まれており、

製品系列という特性が無視され、単一製品の派生開発と同様に扱われている場合が多い。そこで、

品質や効率、および構成管理の面で改善することを目的に SPL 開発を導入したいと考える管理者

も出てきていた。 

このような状況から製品系列を持つソフトウェアの派生開発に SPL 開発を導入し、品質、効率、

および構成管理の問題を解消し、さらに SPL 開発の効果である開発コストの大幅な低減を目指す

ことを考えた。しかしながら、SPL 開発の導入に関しては表 92-1 のような問題点があり、ソフト

ウェア開発の現場に適用することが極めて困難になっていた。 

 

表 92-1 SPL 開発導入の問題点 

 

以上の問題点について解決策を考える上で、これらの問題点がどのような関係になっているのか

を調査し、SPL 開発とモデル指向開発手法の融合について、SPL の考え方にモデル指向開発の各種

技法をどのように適用するかを具体的に決めていくことにした。そして解決策としての方法論を確

立させ、SPL 開発をソフトウェア開発の現場に導入できるようにすることを考えた。そのための解

決すべき課題として表 92-2 の項目を設定した。 

表 92-2 SPL 開発導入の課題 

上述の課題を解決できれば、ソフトウェア開発の現場における SPL 開発導入の問題点解決に対

応でき、品質、効率、および構成管理の問題を解消することができると考え、そのための手段とし

てモデル指向 SPL 開発手法を考案するに至った。 

 

No. 問題点 

1 SPL開発は概念的に理解しやすい反面、進め方の具体的な手順が示されていない 

2 製品機能の可変性をソフトウェア構造につなげる具体的方法が確立されていない 

3 製品系列開発を繰返していく過程で再利用に関する評価、管理の方法が不明である 

No. 課 題 

1 SPL開発を導入して製品開発を進めるための具体的な開発手順を示す 

2 製品機能の可変性をソフトウェア構造につなげる具体的方法を確立させる 

3 製品系列開発を繰返していく過程で再利用に関する評価、管理の方法を示す 
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2.2. 課題解決のための目標と着眼点 
なぜモデル指向 SPL 開発が課題解決の手段として有効なのか、その理由をここで明らかにして

いきたい。そのため、モデル指向 SPL 開発手法の適用が、設定した課題を解決していくための目

標、および着眼点について述べる。 

(1) 課題 1：SPL 開発を導入して製品開発を進めるための具体的な開発手順を示す 

［目標］SPL 開発におけるコア資産開発のためのドメイン・エンジニアリングと製品系列開発の

ためのアプリケーション・エンジニアリングについて、書籍の一般的な概念や断片的な活動の解

説だけでは、製品系列を持つソフトウェア開発の現場で手順を具体化して開発業務につなげるこ

とが極めて困難である。開発現場に適した具体的な手順としての開発プロセスが必要になる。

SPL 開発の考え方は概念的に理解しやすく、大きな効果を期待できそうであることも直感的に理

解しやすい。しかし、ソフトウェア開発の現場では、組織的な活動として、どこから、どのよう

に手を着けていけば無理なく導入が可能となるのかが分からないでいる。また、規模が大きな開

発方式なだけに、その分導入のリスクも大きくなることが懸念される。そのため、開発手順に関

する障壁をすべて解決する具体的な開発プロセスを示す。 

［着眼点］一般に SPL 開発は製品戦略ロードマップを入力として開始される。SPL 開発におけ

るコア資産開発のドメイン・エンジニアリングでは、製品系列のドメインを対象としてドメイン

要求開発、ドメイン設計、ドメイン製作、ドメインテストといったサブプロセスで進められてい

く。また、SPL 開発における製品系列開発のアプリケーション・エンジニアリングでは、製品系

列の個々の製品を対象としてアプリケーション要求開発、アプリケーション設計、アプリケーシ

ョン製作、アプリケーションテストといったサブプロセスで進められていく。これらの各サブプ

ロセスにおいて、具体的な開発のアクティビティの流れと各アクティビティで作成される具体的

な成果物を定義することで、ソフトウェア開発の現場に導入できるようにすることを考えた。そ

して、これらの具体的なアクティビティと作成する成果物にモデリング技術を適用することにし

た。 

図 92-10 にドメイン・エンジニアリングに対応したモデル指向 SPL 開発のコア資産開発プロ

セス概要、図 92-11 にアプリケーション・エンジニアリングに対応したモデル指向 SPL 開発の

製品系列開発プロセス概要を示す。モデル指向 SPL 開発では、両プロセスにおいて製品系列全

体を対象にしたプロセスか、固有の各製品を対象にしたプロセスかの違いだけで、各アクティ

ビティで適用するモデリングメソッドは同一であり、ソフトウェア開発の現場へ導入しやすく

している。 
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図 92-10 モデル指向 SPL 開発のコア資産開発プロセス概要 

 

図 92-11 モデル指向 SPL 開発の製品系列開発プロセス概要 

 

図 92-12 にモデル指向 SPL 開発の各サブプロセスにおける成果物としてのモデルを示す。こ

こで、コア資産開発と製品系列開発の両プロセスで作成されるモデルは同一種類であることか

ら、両プロセスの各サブプロセスにおける本質的なアクティビティは同一であると言える。 
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図 92-12 モデル指向 SPL 開発のプロセスと成果物としてのモデル 

 

図 92-12 のプロセスにおける各サブプロセス(またはフェーズとも言う)の名称は、ドメイン・

エンジニアリングプロセスとアプリケーション・エンジニアリングプロセスの両プロセスにお

ける各サブプロセスの名称を本質的なアクティビティの観点から共通化した名称としている。 

(2) 課題 2：製品機能の可変性をソフトウェア構造につなげる具体的方法を確立させる 

［目標］製品機能の可変性は、機能の選択可能性につながり、現在把握できている機能のバリエ

ーションだけでなく、将来の機能強化や機能拡張への可能性を広げることのできる性質である。

この性質をソフトウェア構造に置換える上で最も適している要素がソフトウェアコンポーネン

トである。ソフトウェアコンポーネントは、抽象化された汎用的なインタフェースを持ち、粒度

の大きな責務でカプセル化、および情報隠蔽された独立性の高いソフトウェア構造である。モデ

ル指向開発手法を適用することによって、製品機能の可変性からソフトウェアコンポーネント構

造へ論理的につなげる方法を確立させる。 

［着眼点］製品機能の可変性からソフトウェアコンポーネント構造までは、かなりの隔たりがあ

り、その間をつなげる何らかの具体的な分析手順が必要になる。そこで製品機能の可変性を分析

する方法から考えなければならない。製品系列における製品機能の可変性を分析する以前に、製

品戦略ロードマップから今後市場にリリースしていく製品に織り込む固有な機能を明確にする

ことが必要になる。その上で製品系列全体の製品機能について、共通性と共に可変性を分析し、

分析結果をモデル化していく（これを「フィーチャモデリング」と呼ぶ）。モデル化するには、

製品機能全体が俯瞰（ふかん）できて、かつ各製品機能の可変点と可変部が見えるような分析モ

デルが最適である。そのモデルで明確になった可変点と可変部からソフトウェアコンポーネント



14 

の単位とインタフェース仕様を導出し、製品機能の要求仕様を分析することで、論理的にソフト

ウェアコンポーネントの構造と振る舞いを確定させていく。 

図 13 にモデル指向開発手法におけるソフトウェアコンポーネントの定義を示す。 

図 92-13 モデル指向開発におけるコンポーネントの定義 

 

コア資産は SPL 開発における再利用可能なソフトウェア資産であり、製品フィーチャ分析か

ら導出される製品系列の共通基盤や製品機能単位のフィーチャコンポーネント、およびソフト

ウェアの設計段階で導出される内部的なインナコンポーネントが該当する。図 92-14 にモデル

指向 SPL 開発におけるコア資産の要件に関する定義を示す。 

図 92-14 モデル指向 SPL 開発におけるコア資産の要件 



92 大規模・長期的な製品シリーズの開発に有効なソフトウェア開発手法「モデル指向 SPL開発」の紹介 

 

15 

(3) 課題 3：製品系列開発を繰返していく過程で再利用に関する評価、管理の方法を示す 

［目標］SPL 開発では、コア資産開発のドメイン・エンジニアリングと製品系列開発のアプリケ

ーション・エンジニアリングのプロセスが提案されているが、開発したコア資産について再利用

と構成管理の視点で評価、管理するプロセスが示されていない。ソフトウェア開発の現場でコア

資産開発と製品系列開発を繰返し継続していく中で、開発プロセスとは別に必要となる管理プロ

セスである。本プロセスにおける具体的な手順と方法を示すことで、ソフトウェア開発の現場へ

SPL 開発を導入できるようにする。 

［着眼点］コア資産は最初の製品系列開発が開始される前に事前に開発されるのが一般的である

が、実際の開発においては、製品系列開発を繰返す過程で必要となるコア資産やコア資産の機能

拡張などが発生する。そこで、製品系列開発が開始された後にコア資産の再利用性評価や追加開

発、および機能拡張などに対応するプロセスが必要となる。このプロセスでは製品系列の個々の

製品とは異なるコア資産のみを対象とするため、製品系列開発のプロセスとは別な独立したプロ

セスにすべきと考えた。これを「コア資産管理プロセス」と呼び、プロセスに必要なアクティビ

ティとそれらの手順や方法を整理してまとめ、ガイドすることにした。 

 

3. 適用手法の対象と方法論 
 

3.1. 適用対象の製品・プロジェクト 
モデル指向開発手法の適用対象の製品として単一製品と製品系列を持つ製品に分類し、適用対象

のプロジェクトとして新規開発と派生開発に分類すると、図 92-15 のように 4 象限の適用対象とな

る。モデル指向開発の適用対象として最初のターゲットは、単一製品の新規開発であり、ここでモ

デル指向開発の基盤技術が確立された。次の適用対象としてターゲットになったのが、今回紹介し

ているモデル指向 SPL 開発手法である。 

その後、最も難易度の高い適用対象である製品系列の派生開発にチャレンジして、その方法論を

完成させた。これは、モデル指向 SPL 開発に派生開発プロセス手法 XDDP（eXtreme Derivative 

Development Process）を融合させ、派生開発の中で再利用可能なコア資産を段階的に開発してい

く SPL 開発手法（これを「進化型 SPL 開発」と呼ぶ）である。 

適用対象として最後のターゲットにしたのが単一製品の派生開発であった。これは、派生開発プ

ロセス手法 XDDP にモデル指向開発を融合させた開発手法（これを「モデル指向 XDDP」と呼ぶ）

である。 

本稿では、その中のモデル指向 SPL 開発について、その方法論を解説している。 

「モデル指向 XDDP」、「進化型 SPL 開発」の方法論については、別な機会の紙面で解説するこ

とにしたい。 
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図 92-15 モデル指向 SPL 開発の適用対象開発 

 

モデル指向 SPL 開発の適用実績としては、制御系システム、組込み系システム、および情報系

システムの各分野にわたっている。適用実績のある分野について、図 92-16 に示す。 

図 92-16 モデル指向 SPL 開発の適用対象分野 

 

3.2. モデル指向 SPL 開発の方法論 
ソフトウェア開発方法論の立場から、モデル指向 SPL 開発において確立させた点を中心として、

開発プロセスのフェーズ別に開発現場における有効性の根拠について述べる（モデル指向 SPL 開

発のコア資産開発プロセスと製品系列開発プロセスの詳細については、図 92-21、図 92-22 の各プ

ロセスフローを参照のこと、ただし、成果物としてのモデルに省略有り）。 

(1) コア資産開発プロセス 
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本プロセスは、SPL 開発のドメイン・エンジニアリングプロセスについて、モデル指向開発

手法のモデリングフェーズを融合させ、具体的なアクティビティで構成した製品系列全体の再

利用可能なコア資産を構築するための開発プロセスである。 

図 92-17 は、コア資産開発プロセスの各アクティビティについて、その概要を説明している。 

図 92-17 コア資産開発プロセスのアクティビティ 

（a） 製品フィーチャ分析（フィーチャモデリング） 

戦略的な視点で組織的に作成された開発製品群全体における過去から、現在、将来にわ

たる製品戦略ロードマップが製品フィーチャ分析の基になる。分析は、製品戦略ロードマ

ップからブレークダウンして各製品の特徴を明確にした「製品概略仕様書」を作成するア

クティビティから始まる。次に製品系列の製品群全体について、フィーチャモデリングに

より製品機能の共通性と可変性を分析し、フィーチャモデルとして「フィーチャマップ」（マ

インドマップ表記技法をフィーチャモデリングに応用したモデル指向 SPL 開発特有の成果

物）を作成する。フィーチャマップを考案した理由は以下の通りである。 

通常、フィーチャモデルは、フィーチャ図や可変性図で表記されることが多い。しかし、

これらの図で製品系列全体のフィーチャを表現する方法は、開発現場において現実的では

ないと判断している。製品系列全体のフィーチャは大規模、かつ複雑であり、部分的な表

記にはよいが、全体を表現するには不向きと考えているからである。 

フィーチャマップでは、各製品機能について共通性、および可変性（可変点）の分類と

して「必須」（共通）、「任意選択」（オプション）、「複数選択」（最低 1 つ選択）、「排他選択」

（択一的選択）のいずれかを付す。製品機能における可変性の分析で重要な点は、可変点

が存在する粒度（言い換えると可変点が無くなる）まで機能（可変部）を分解していくこ

とである。また、製品機能間に依存関係がある場合は、該当する機能（可変部）に依存関

係の属性を明記しておく。 

フィーチャマップのレビュー完了後、フィーチャマップの情報を階層化した製品機能と
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して縦軸にし、製品概略仕様書の情報を横軸にして「フィーチャマトリクス」を作成する。

本マトリクスによって製品系列全体におけるコア資産化可能な製品機能の割合や各製品機

能が持つバリエーションなど、SPL 開発の指針となる重要な情報が可視化できる。製品フ

ィーチャ分析の結果を以ってモデル指向 SPL 開発の最終的な適用判断を行うことになる。

図 92-18 は、製品戦略ロードマップからフィーチャマトリクス作成までの製品フィーチャ

分析の流れを説明している。 

図 92-18 製品フィーチャ分析の概要 

 

ここで、フィーチャ要件定義はモデリングの対象にしていないので説明を省略する。 

（b） フィーチャ要件分析（要求モデリング） 

フィーチャ要件定義にて定義した製品系列の要求仕様、および外部インタフェース仕様

を基にして、製品フィーチャ分析で導出された製品系列全体で必須となる共通機能と選択

可能な共通機能について要件分析を行う。要件分析では、モデル指向開発手法の要件分析

技法＊を適用して以下の 3 種類の視点による分析を必要に応じ組合せて実施する。 

① ユースケース分析 

ユーザインタフェースによるソフトウェアの使い方の視点で要件を分析する。 

外部インタフェース仕様に画面が含まれる場合は、並行して画面仕様設計を行う。 

・ ユースケース：ソフトウェアの使い方のパターン 

・ シナリオフロー：ユースケースに対応した詳細な振る舞い 

（対象に応じてオペレーションフロー、処理フロー、またはデータフローを作成） 

② ステートケース分析 
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ソフトウェアの外部や内部に対する動作条件の視点で要件を分析する。 

・ ステートケース：振る舞いの前提となる状態のパターン 

・ ステートマシン：トリガによる状態遷移と状態における振る舞い 

（状態遷移マトリクス：ステートマシンの抜け漏れチェック用に作成） 

③ イベントケース分析 

ソフトウェアの外部や内部に対する相互作用の視点で要件を分析する。 

・ イベントケース：イベントを媒体とした相互作用のパターン 

・ インタラクションフロー：入力イベントに対応した詳細な振る舞い 

＊注記：モデル指向開発手法の要件分析技法についての詳細は、別稿の『統合モデル技術によるユー

ザ主体のソフトウェア開発手法「モデル指向開発（MOD）」の紹介』を参照のこと。 

 

図 92-19 に 3 種類の視点による分析を組合せた要件分析のプロセス例を示す。 

図 92-19 要件分析のプロセス例 

（c） 基盤アーキテクチャ設計（分析モデリング） 

要件分析の結果から、責務の視点で製品機能全体を大きな責務（コンポーネントの単位）、

製品機能内に存在するデータと処理に関する役割単位を小さな責務（クラス）として捉え、

それらの構造を抽出してコンポーネント、クラスに割当てながら、全体の論理的なアーキ

テクチャを決定していく。また、振る舞いの順序性、および並列性の視点で実行環境とし

てのタスクの構成と構造を抽出して、プロセス、スレッドに割当てるための実装レベルの

アーキテクチャも決定していく。 

（d） コア資産構造設計（設計モデリング） 

コア資産として定義されたフィーチャコンポーネントの内部構造とインタフェース仕様

を設計する。インナコンポーネントの切り出しと設計もこの段階で行う。内部構造の設計
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内容は設計クラス図で表記し、インタフェース仕様の設計内容はインタフェース構造図で

表記する。また、内部構造として持つ永続データの論理構造も設計する。最後にフィーチ

ャコンポーネントのインタフェース仕様に応じたシーケンス図を作成し、構造設計の妥当

性を検証する。 

（e） コア資産処理設計（実装モデリング） 

製品基盤としての実行環境となるプロセス、またはスレッドの設計やコア資産としての

フィーチャコンポーネントを構成する各クラスの処理メソッドである関数仕様を設計する。

また、コンポーネント内で管理する永続データ構造の実装設計を行う。 

(2) 製品系列開発プロセス 

本プロセスは、SPL 開発のアプリケーション・エンジニアリングプロセスについて、モデル

指向開発手法のモデリングフェーズを融合させ、具体的なアクティビティで構成した製品系列

における個々の製品ソフトウェアを構築するための開発プロセスである。 

図 92-20 は、製品系列開発プロセスの各アクティビティについて、その概要を説明している。 

図 92-20 製品系列開発プロセスのアクティビティ 

 

（a） コア資産再利用分析（フィーチャモデリング） 

コア資産開発プロセスの製品フィーチャ分析にて作成されたフィーチャマップとフィー

チャマトリクスを基に今回の開発対象である製品について再利用するフィーチャ（コア資

産）の製品機能と製品固有のフィーチャ（アプリ資産）である製品機能について共通性、

可変性の視点で分析する。その際、新たに再利用できる製品機能があれば、コア資産管理

プロセスにて製品機能のコア資産化を進めることになる。また、再利用するフィーチャに

追加変更が必要になった場合には、コア資産管理プロセスにて別なコア資産として開発す

ることになる。これらの分析結果は、既存のフィーチャマップとフィーチャマトリクスに

フィードバックして更新しなければならない。 
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ここで、製品ソフトウェア要件定義はモデリングの対象にしていないので説明を省略す

る。 

（b） 製品ソフトウェア要件分析（要求モデリング） 

製品ソフトウェア要件定義にて定義した今回の開発である製品の要求仕様、および外部

インタフェース仕様を基にして、製品固有のフィーチャ（アプリ資産）である製品機能に

ついて要件分析を行う。要件分析には、モデル指向開発手法の要素技法である 3 種類の視

点による分析（ユースケース分析、ステートケース分析、イベントケース分析）を必要に

応じ組合せて実施する。 

（c） 製品アーキテクチャ設計（分析モデリング） 

コア資産開発プロセスにおいて構築済みの基盤アーキテクチャを参照アーキテクチャと

して、製品ソフトウェア要件分析の結果から製品機能の単位をコンポーネントに割当て、

製品機能内のデータと処理に関する責務を抽出してクラスに割当てながら、製品固有のア

ーキテクチャを設計していく。 

（d） 製品構造設計（設計モデリング） 

固有の製品機能を割当てたソフトウェアコンポーネントの内部構造とインタフェース仕

様を設計する。コア資産化可能なインナコンポーネントの切り出しについてもこの段階で

検討する。内部構造の設計については設計クラス図を作成し、インタフェース仕様の設計

についてはインタフェース構造図を作成する。また、内部構造として持つ永続データの論

理構造も設計する。固有の製品機能を割当てたソフトウェアコンポーネントについては、

インタフェース仕様に応じたシーケンス図を作成し、構造設計の妥当性を検証する。最後

に製品全体の振る舞いについて、製品で扱うイベント単位にコンポーネント間のシーケン

ス図を作成し、製品アーキテクチャの妥当性を検証する。 

（e） 製品処理設計（実装モデリング） 

製品ソフトウェアとしての実行環境となるプロセス、またはスレッドの設計や固有の製

品機能を割当てたソフトウェアコンポーネントを構成する各クラスの処理メソッドである

関数仕様を設計する。また、コンポーネント内で管理する永続データ構造の実装設計を行

う。 
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図 92-21 モデル指向 SPL 開発のコア資産開発プロセスフロー 
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図 92-22 モデル指向 SPL 開発の製品系列開発プロセスフロー 
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(3) コア資産管理プロセス 

本プロセスは、SPL 開発のアプリケーション・エンジニアリングプロセスに対応した製品系

列開発プロセスと並行して進めるコア資産の再利用に関する維持管理と評価、およびコア資産

の追加変更のための管理プロセスである。 

図 92-23 は、モデル指向 SPL 開発におけるコア資産管理プロセスの流れと製品系列開発の

アプリケーション・エンジニアリングプロセスとの関係について示している。 

図 92-23 モデル指向 SPL 開発におけるコア資産管理プロセスの位置付け 

 

（a） コア資産再利用・構成管理 

コア資産開発プロセスで事前に開発された製品系列のコア資産コンポーネント、および

本プロセスで追加開発されたコア資産コンポーネントについて、再利用の評価や製品系列

開発で再利用するための提供、およびコア資産全体の構成管理を行う。 

（b） コア資産再利用・追加計画 

製品系列開発におけるコア資産再利用の要求やコア資産追加開発の要求を受けて、コア

資産提供と追加開発のための計画を立てる。 

（c） コア資産追加設計 

製品系列開発からのコア資産追加開発の要求があった場合、コア資産の要求仕様を基に

要件分析とコンポーネント設計を行う。 

（d） コア資産製作・テスト 

コア資産の追加開発要求により設計したコア資産コンポーネントの実装、およびテスト

を行う。 

（e） コア資産提供 

追加開発したコア資産コンポーネントを製品系列開発に提供する。製品系列開発におい

て製品ソフトウェアの総合テスト実施時、インタフェース仕様に変更やコア資産コンポー
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ネントに不良が発生した場合は、対応して再提供を行う。 

図 92-24 にコア資産管理プロセスで管理対象とするコア資産形態の分類を示す。 

図 92-24 コア資産形態の分類 

 

コア資産管理プロセスでは、上述の管理以外にコア資産の再利用に関して継続的な評価を行

っていく。評価指標としては、コア資産側からの視点として「コア資産利用率」を使用し、製

品系列側からの視点として「コア資産適用率」を使用している（図 92-25、図 92-26、図 92-27

を参照）。 

図 92-25 SPL 開発適用効果の定量的評価指標 
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図 92-26 コア資産の再利用率と適用率 

 

図 92-27 可変なコア資産の再利用率 

 

3.3. 課題解決の展開 
前述の 2．1 で提示した 3 つの課題に対して、モデル指向 SPL 開発手法の適用によって、2．2

で提示した課題解決のための目標と着眼点に基づき、どのように課題を解決していったのか、具体

的な展開について説明する。 

課題 1：SPL 開発を導入して製品開発を進めるための具体的な開発手順を示す 

［着眼点］一般に SPL 開発は製品戦略ロードマップを入力として開始される。SPL 開発におけ

るコア資産開発のドメイン・エンジニアリングでは、製品系列のドメインを対象としてドメイン
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要求開発、ドメイン設計、ドメイン製作、ドメインテストといったサブプロセスで進められてい

く。また、SPL 開発における製品系列開発のアプリケーション・エンジニアリングでは、製品系

列の個々の製品を対象としてアプリケーション要求開発、アプリケーション設計、アプリケーシ

ョン製作、アプリケーションテストといったサブプロセスで進められていく。これらの各サブプ

ロセスにおいて、具体的な開発のアクティビティの流れと各アクティビティで作成される具体的

な成果物を定義することで、ソフトウェア開発の現場に導入できるようにすることを考えた。そ

して、これらの具体的なアクティビティと作成する成果物にモデリング技術を適用することにし

た。 

［展開］SPL 開発のドメイン・エンジニアリングプロセス、アプリケーション・エンジニアリン

グプロセスについて、各々モデル指向 SPL 開発のコア資産開発プロセス、製品系列開発プロセ

スを対応付け、各プロセスにモデル指向開発手法を融合させて、具体的なアクティビティと成果

物としてのモデルを定義した。各プロセスの全体は、図 21、図 22 のプロセスフローに示したの

で、それらを構成する各フェーズのアクティビティと成果物について以下に説明する。 

(1) コア資産開発プロセス 

① P0：製品フィーチャ分析 

製品戦略ロードマップ、製品概略仕様書を基に製品系列の共通性、可変性を分析する。 

成果物：フィーチャマップ、フィーチャマトリクス 

② P1：フィーチャ要件定義 

コア資産となる製品系列機能の要求仕様、および外部インタフェース仕様を定義する。 

成果物：要求リスト、要求仕様書、外部インタフェース仕様書 

③ P2：フィーチャ要件分析 

コア資産要求仕様のユースケース、ステートケース、イベントケース、および機能間の関

係を分析する。 

成果物：ユースケース表、シナリオフロー図（オペレーションフロー図など）、 

    ステートケース表、ステートマシン図（状態遷移図）、状態遷移マトリクス、 

    イベントケース表、インタラクションフロー図 

    タスク構造図・タスク関係図 

④ P3：基盤アーキテクチャ設計 

製品系列全体の共通基盤やコア資産コンポーネントのアーキテクチャを設計する。 

成果物：機能関係図、機能フロー図、 

コンポーネント関係図（コンポーネント図）、コンポーネント間シーケンス図、 

    コンポーネントのインタフェース構造図と分析クラス図 

⑤ P4：コア資産構造設計・処理設計 

各コア資産コンポーネントの内部構造と振る舞い、およびデータ構造を設計する。 

成果物：コンポーネントの設計クラス図とコンポーネント構造図、データ仕様書、 

    シーケンス図、プロセス/スレッド構造図、タイミング設計図、関数仕様書 

⑥ P5：コア資産テスト設計 
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コア資産コンポーネントの組合せテスト方式と仕様項目、テストデータを設計する。 

成果物：組合せテスト仕様書 

⑦ P5：コア資産実装 

コア資産コンポーネントのプログラミングと単体テスト方式と仕様項目を設計する。 

成果物：コア資産プログラム、単体テスト仕様書 

⑧ P6：単体テスト 

コア資産コンポーネントの各クラスにおける関数プログラムの単体テストを実施する。 

成果物：単体テスト仕様書（テスト結果） 

⑨ P7：組合せテスト 

各コア資産コンポーネント内クラス間とコンポーネント間の組合せテストを実施する。 

成果物：組合せテスト仕様書（テスト結果） 

(2) 製品系列開発プロセス 

① P0：コア資産再利用分析 

開発対象製品の製品共通機能と製品固有機能を分析し再利用するコア資産を確定する。 

成果物：フィーチャマップ更新版、フィーチャマトリクス更新版 

② P1：製品ソフトウェア要件定義 

開発対象となる製品固有機能の要求仕様、および外部インタフェース仕様を定義する。 

成果物：要求リスト、要求仕様書、外部インタフェース仕様書 

③ P2：製品ソフトウェア要件分析 

製品固有機能要求仕様のユースケース、ステートケース、イベントケースを分析する。 

成果物：ユースケース表、シナリオフロー図（オペレーションフロー図など）、 

    ステートケース表、ステートマシン図（状態遷移図）、状態遷移マトリクス、 

    イベントケース表、インタラクションフロー図 

    タスク構造図・タスク関係図 

④ P3：製品アーキテクチャ設計 

再利用するコア資産を含めた開発対象となる製品全体のアーキテクチャを設計する。 

成果物：機能関係図、機能フロー図、 

コンポーネント関係図、コンポーネント間シーケンス図（分析シーケンス図）、 

    コンポーネントのインタフェース構造図と分析クラス図 

⑤ P4：製品構造設計・処理設計 

製品固有コンポーネントの内部構造と振る舞い、およびデータ構造を設計する。 

成果物：コンポーネントの設計クラス図とコンポーネント構造図、データ仕様書、 

    シーケンス図、プロセス/スレッド構造図、タイミング設計図、関数仕様書 

 

⑥ P5：製品テスト設計 

製品固有コンポーネントの組合せテスト方式と仕様項目、テストデータを設計する。 

成果物：組合せテスト仕様書 
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⑦ P5：製品実装 

製品固有コンポーネントのプログラミングと単体テスト方式と仕様項目を設計する。 

成果物：製品プログラム、単体テスト仕様書 

⑧ P6：単体テスト 

製品固有コンポーネントの各クラスにおける関数プログラムの単体テストを実施する。 

成果物：単体テスト仕様書（テスト結果） 

⑨ P7：組合せテスト 

各製品固有コンポーネント内クラス間とコンポーネント間の組合せテストを実施する。 

成果物：組合せテスト仕様書（テスト結果） 

課題 2：製品機能の可変性をソフトウェア構造につなげる具体的方法を確立させる 

［着眼点］製品機能の可変性からソフトウェアコンポーネント構造までは、かなりの隔たりがあ

り、その間をつなげる何らかの具体的な分析手順が必要になる。そこで製品機能の可変性を分析

する方法から考えなければならない。製品系列における製品機能の可変性を分析する以前に、製

品戦略ロードマップから今後市場にリリースしていく製品に織り込む固有な機能を明確にする

ことが必要になる。その上で製品系列全体の製品機能について、共通性と共に可変性を分析し、

分析結果をモデル化していく（これを「フィーチャモデリング」と呼ぶ）。モデル化するには、

製品機能全体が俯瞰（ふかん）できて、かつ各製品機能の可変点と可変部が見えるような分析モ

デルが最適である。そのモデルで明確になった可変点と可変部からソフトウェアコンポーネント

の単位とインタフェース仕様を導出し、製品機能の要求仕様を分析することで、論理的にソフト

ウェアコンポーネントの構造と振る舞いを確定させていく。 

［展開］モデル指向 SPL 開発では、再利用の単位を極力大きな粒度の責務とするため、製品の

フィーチャである製品機能に着目する。製品フィーチャ分析の結果として得られるフィーチャマ

ップ、フィーチャマトリクスにおける可変性の可変点をフィーチャコンポーネントとして大きな

粒度の責務で切り出すポイントとした。すなわち、製品機能の可変性において可変点をコンポー

ネントのインタフェースに割当て、可変部をフィーチャコンポーネントに割当てることにする。

ただし、これだけの発想では、製品機能の可変性をソフトウェア構造につなげることはできない。

そこで、製品機能の要求仕様について、モデル指向開発手法の要件分析技法＊を適用することで、

製品機能の可変性をフィーチャコンポーネント構造へつなげる具体的な方法を確立させた。 

 

以下に製品機能の可変性からフィーチャコンポーネント構造へつなげる手順を説明する。 

(1) 可変点を基に可変部をフィーチャコンポーネントの単位とする 

フィーチャモデリングの結果から、可変点は、「必須」（共通）、「任意選択」（オプション）、

「複数選択」（最低 1 つ選択）、「排他選択」（択一的選択）のいずれかに分類される。 

(2) 可変点をフィーチャコンポーネントのインタフェースに割当てる 

可変点をインタフェースに割当てるとは、コンポーネント選択の基準となる情報をインタフ

ェースとしてパラメータ化するということである。 

(3) 製品機能の要求仕様をユースケース、ステートケース、イベントケースで分析する 
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モデル指向開発手法の要件分析技法＊である 3 種類の視点における分析法を組合せて、各製

品機能について定義された要求仕様の振る舞いを詳細化して分析する。 

(4) イベントケース分析のインタラクションフローから責務を抽出してクラスに割当てる 

3 種類の要件分析技法＊において、直接ソフトウェア構造につなげることを可能にするのは、

イベントケース分析であり、作成するインタラクションフローの中で抽出する責務である。 

(5) フィーチャコンポーネントのクラス構成を設計する 

イベントケース分析で抽出した責務をクラスに割当て分析レベルのクラスの構造とクラス

構成を決め、それらを集約して設計レベルのクラス構造とクラス構成を設計する。 

(6) フィーチャコンポーネントのインタフェース構造を設計する 

コンポーネントの責務と構造を考慮して、コンポーネントの外部から提供が必要なデータと

コンポーネントの外部へ提供すべきデータを決定しインタフェースの関数仕様を設計する。 

(7) フィーチャコンポーネント単位に処理シーケンスを作成し構造の妥当性を検証する 

各コンポーネントの構造とインタフェース構造から、イベントケース分析で作成したインタ

ラクションフロー単位に処理シーケンスを作成する。 

(8) フィーチャコンポーネントの内部構造を決定する 

フィーチャコンポーネント単位の処理シーケンスにてコンポーネント構造の妥当性を検証

できた段階で、最終的なフィーチャコンポーネントのコンポーネント構造図を作成する。 

＊注記：モデル指向開発手法の要件分析技法についての詳細は、別稿の『統合モデル技術によるユーザ主体

のソフトウェア開発手法「モデル指向開発（MOD）」の紹介』を参照のこと。 

課題 3：製品系列開発を繰返していく過程で再利用に関する評価、管理の方法を示す 

［着眼点］コア資産は最初の製品系列開発が開始される前に事前に開発されるのが一般的である

が、実際の開発においては、製品系列開発を繰返す過程で必要となるコア資産やコア資産の機能

拡張などが発生する。そこで、製品系列開発が開始された後にコア資産の再利用性評価や追加開

発、および機能拡張などに対応するプロセスが必要となる。このプロセスでは製品系列の個々の

製品とは異なるコア資産のみを対象とするため、製品系列開発のプロセスとは別な独立したプロ

セスにすべきと考えた。これを「コア資産管理プロセス」と呼び、プロセスに必要なアクティビ

ティとそれらの手順や方法を整理してまとめ、ガイドすることにした。 

［展開］モデル指向 SPL 開発では、SPL 開発の標準プロセスとして定義されていない管理プロ

セスとして「コア資産管理プロセス」を定義し、さらに本プロセスを構成する具体的なフェーズ

とアクティビティ、および成果物を定義した。図 92-23 にコア資産管理プロセスの全体と製品系

列開発を行うアプリケーション・エンジニアリングプロセスとの関係を示したので、以下にプロ

セスを構成する各フェーズのアクティビティと成果物について説明する。 

(1) コア資産再利用・構成管理 

製品系列開発で再利用するコア資産の提供管理やコア資産全体の構成管理を行う。 

成果物：コア資産提供管理表、コア資産構成管理表 

(2) コア資産再利用・追加計画 

製品系列開発からのコア資産の再利用、追加開発の要求を受けて計画を立てる。 
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成果物：コア資産提供計画、コア資産追加開発計画 

(3) コア資産追加設計 

製品系列開発からのコア資産追加開発要求によりコア資産コンポーネントを設計する。 

成果物：コンポーネントの設計クラス図とシーケンス図、 

  コンポーネント構造図、関数仕様書、データ仕様書 

(4) コア資産製作・テスト 

コア資産追加設計で設計したコア資産コンポーネントの実装、およびテストを行う。 

成果物：コア資産プログラム、単体・組合せテスト仕様書 

(5) コア資産提供 

追加開発したコア資産コンポーネントを製品系列開発に提供し製品テストに対応する。 

成果物：コア資産コンポーネント利用ガイド、コア資産プログラム（バイナリ形式） 

 

4. 適用手法の評価と確認できた効果 
 

4.1. 課題解決に対する評価 
2.2 で提示した 3 つの課題の解決に向けた目標の達成度について、その評価を以下に示す。 

(1) 課題 1：SPL 開発を導入して製品開発を進めるための具体的な開発手順を示す 

［目標］SPL 開発におけるコア資産開発のためのドメイン・エンジニアリングと製品系列開発

のためのアプリケーション・エンジニアリングについて、書籍の一般的な概念や断片的な活動

の解説だけでは、製品系列を持つソフトウェア開発の現場で手順を具体化して開発業務につな

げることが極めて困難である。開発現場に適した具体的な手順としての開発プロセスが必要に

なる。SPL 開発の考え方は概念的に理解しやすく、大きな効果を期待できそうであることも直

感的に理解しやすい。しかし、ソフトウェア開発の現場では、組織的な活動として、どこから、

どのように手を着けていけば無理なく導入が可能となるのかが分からないでいる。また、規模

が大きな開発方式なだけに、その分導入のリスクも大きくなることが懸念される。そのため、

開発手順に関する障壁をすべて解決する具体的な開発プロセスを示す。 

［評価］モデル指向 SPL 開発手法として製品戦略ロードマップを基に再利用可能なコア資産

を開発するコア資産開発プロセスとコア資産を再利用して個々の製品系列製品を開発する製

品系列開発プロセスの具体的なフェーズを定義した。そして、2 つの開発プロセスの各フェー

ズにおける具体的なアクティビティと成果物を定義することで、ソフトウェア開発の現場で

SPL 開発を導入して製品開発を進めるための具体的な開発手順を示すことができた。 

(2) 課題 2：製品機能の可変性をソフトウェア構造につなげる具体的方法を確立させる 

［目標］製品機能の可変性は、機能の選択可能性につながり、現在把握できている機能のバリ

エーションだけでなく、将来の機能強化や機能拡張への可能性を広げることのできる性質であ

る。この性質をソフトウェア構造に置換える上で最も適している要素がソフトウェアコンポー

ネントである。ソフトウェアコンポーネントは、抽象化された汎用的なインタフェースを持ち、
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粒度の大きな責務でカプセル化、および情報隠蔽された独立性の高いソフトウェア構造である。

モデル指向開発手法を適用することによって、製品機能の可変性からソフトウェアコンポーネ

ント構造へ論理的につなげる方法を確立させる。 

［評価］モデル指向 SPL 開発のフィーチャモデリングを適用した製品フィーチャ分析によっ

て製品機能の共通性と可変性を分析し、モデル指向開発手法の要件分析技法＊を適用した製品

機能の要件分析によって可変点と可変部をソフトウェアコンポーネントのインタフェースと

内部構造に割当てることができた。そして、製品機能の可変性をコア資産コンポーネントのソ

フトウェアにつなげる具体的方法を確立することができた。 

＊注記：モデル指向開発手法の要件分析技法についての詳細は、別稿の『統合モデル技術によるユーザ主

体のソフトウェア開発手法「モデル指向開発（MOD）」の紹介』を参照のこと。 

（3）課題 3：製品系列開発を繰返していく過程で再利用に関する評価、管理の方法を示す 

［目標］SPL 開発では、コア資産開発のドメイン・エンジニアリングと製品系列開発のアプリ

ケーション・エンジニアリングのプロセスが提案されているが、開発したコア資産について再

利用と構成管理の視点で評価、管理するプロセスが示されていない。ソフトウェア開発の現場

でコア資産開発と製品系列開発を繰返し継続していく中で、開発プロセスとは別に必要となる

管理プロセスである。本プロセスにおける具体的な手順と方法を示すことで、ソフトウェア開

発の現場へ SPL 開発を導入できるようにする。 

［評価］モデル指向 SPL 開発手法では、SPL 開発の標準開発プロセスであるドメイン・エン

ジニアリングプロセスとアプリケーション・エンジニアリングプロセスに加え、第 3 のエンジ

ニアリングプロセスとしてコア資産管理プロセスを定義した。そして、コア資産管理プロセス

における各フェーズのアクティビティと成果物を定義し、ソフトウェア開発の現場でコア資産

の再利用に関する評価と管理の具体的な方法を示すことができた。 

 

4.2. 確認できた効果 
これまでモデル指向 SPL 開発を適用した開発プロジェクトにて確認できている効果について、

図 92-28 に示す。以降、確認できた効果を定量的効果と定性的効果に分類して説明する。 
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図 92-28 モデル指向 SPL 開発の適用で確認できた効果 

(1) 定量的効果 

SPL 開発における開発コストは、単一システムとして開発した際の開発コストと比較すると、

理論上、約 3 システム目で損益分岐点に達すると言われている。実際にモデル指向 SPL 開発

を適用した開発プロジェクトにおいて、開発実績を評価したところ、理論通りの効果が得られ

たことに驚きながら、有効な開発手法であることが評価できた。 

モデル指向 SPL 開発適用後、評価時点で得られた従来開発との工数比較、および累積工数

の推移に関する評価例について、その内容を図 92-29 に示す。 

図 92-29 確認できた適用の定量的評価 

 

モデル指向 SPL 開発適用の品質に関する定量的効果としては、適用した開発プロジェクト

にて開発された製品について、納入後の不良発生件数を 0 に抑えられることが確認されている。 

(2) 定性的効果 

モデル指向 SPL 開発の適用によって得られた定性的な効果は、適用前の期待を大幅に上回

るものであった。当初期待していた開発量縮減と開発期間短縮による開発コストの低減、およ

び製品の市場競争力強化だけでなく、コア資産を再利用することによる製品品質の長期的な安
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定化が図れるようになった。また、製品のアーキテクチャを意識した開発方針や開発計画によ

るアーキテクチャ中心の開発スタイルに移行することができた。適用によって得られた具体的

な効果の内容について図 92-30 に示す。 

図 92-30 確認できた適用の定性的効果 
 

5. 今後の取組みと課題 

 

5.1. 今後の取組み 
現在も多くの開発プロジェクトでは、製品系列の開発について単一システム開発として扱い派生

開発を繰返していたり、無計画に類似のソフトウェアを繰返し開発したりしている。例え開発が無

事に終了できたとしても、開発コストの面から客観的に評価した場合に、長期的には大きなロスコ

ストにつながっている可能性がある。そこで今後の製品系列開発について、以下のような取組みを

進めていき、モデル指向 SPL 開発の適用によってソフトウェア開発の現場に大きな効果が得られ

ることを示していきたい。 

(1) SPL 開発の普及 

SPL 開発は、製品系列の開発において、コスト、品質の両面で大きな効果を引き出すことが

確認できているが、組織的、かつ長期的で先行投資を伴う開発方式のため、導入するには開発

部門におけるトップの戦略と判断が必要となる。このハードルをクリアするためには、開発部

門において製品系列開発についての戦略的なロードマップを作成しなければならない。製品戦

略ロードマップが作成できれば、SPL 開発へのスタートラインに立つことができ、これが SPL

開発を普及させる鍵となる。 

(2) 開発支援ツールの活用 

SPL 開発において支援ツールが必要となるのは、再利用可能なコア資産を含む製品系列の

個々のソフトウェア資産の構成管理やトレーサビリティ管理の領域である。モデル指向 SPL

開発では、各種のモデルが開発成果物となるため、支援ツールには、モデルを通じて個々の製

品を構成するコア資産とアプリ資産を体系的に管理し、製品ソフトウェアとしてビルドする機
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能が求められる。これらの要求を実現するには、モデリングツール、構成管理ツール、および

トレーサビリティ管理ツールの各々におけるツール間の連携が必要となる。 

 

5.2. 今後の課題 
モデル指向 SPL 開発手法の適用範囲を拡張することにより、SPL 開発を導入する開発現場にも

たらす効果をより大きなものにしたいと考えている。そのための課題としては、以下の 2 項目が挙

げられる。 

(1) テストプロセスのプロダクトライン化 

SPL 開発の対象となる開発プロセスとしては、製品フィーチャ分析からソフトウェア実装後

に実施するテストプロセスまでである。テストプロセスにおけるコア資産の対象には、テスト

方式、テスト仕様、テスト実行環境、テストデータ生成、テスト結果評価など、多岐にわたる。

これらにモデリング技術を適用することで、再利用可能なコア資産としてのテストモデルを構

築することができると考えている。 

テストプロセスにおけるコア資産化の仕掛けを検討する前に、ソフトウェアテストモデリン

グについての方法論を確立させなければならない。これは、「モデル指向テスティング」とし

て、モデル指向開発手法と融合させるべき分野であり、今後の課題の１つに位置付けている。 

(2) システムプロダクトライン開発 

元来、プロダクトライン開発は、ハードウェアエンジニアリングの分野で考案され発展して

きた開発方式であり、その後、ソフトウェアエンジニアリングの分野にも導入されたものであ

る。そのような経緯から、次に導入される対象としては、システムエンジニアリングの分野を

おいて考えることはできない。モデリング技術についても、MBSE（Model Based Systems 

Engineering）に代表されるように、その対象範囲をソフトウェアエンジニアリングの分野か

らシステムエンジニアリングの分野に拡大されつつある。 

このような状況の中、今後、検討しなければならない方向性としては、製品系列におけるハード

ウェアとソフトウェアをシステム製品として一体化して扱い、系統的に開発していくシステムレベ

ルのプロダクトライン開発であると考えている。それには、ハードウェアとソフトウェア間の依存

性をどのように制御して管理していくかということが大きな課題となる。 
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